
１　現状と課題

２　事業目的

３　予算のポイント・主な取組（当初予算又は補正予算時の実施予定）

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　事業コスト （単位：千円、人）

147,543

2,520

154,000↘

36,573

↗ 2,500

↘ 38,000

↘

2,469

38,169

↘

↗③ 講習会等参加者 人

小規模事業者及び中小企業組合への支援状況を把握するため

の指標

  ※目標値：小規模事業者や中小企業が減少傾向の中、支

援の取組が従前と同程度の水準で実施されることを目標として設

定

同上

未達成

達成

同上未達成

R4年度

① 巡回・窓口相談 171,718

2,489

回

回講習会等による指導②

29,562

0 2,469,301

151,572

△ 17,760

・商工会等数・・・89団体（商工会69団体、商工会議所18団体、商工会議所連合会、商工会連合会）

・巡回・窓口相談の件数　　146,000回　・講習会等による指導　　 2,450回　36,000人

②⻑野県中小企業団体中央会を通じた中小企業等の組合への支援

巡回・窓口相談の件数　　8,000回　・講習会等による指導　　 50回　2,000人

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）との対応関係

重点目標

総合的に展開

する重点政策

①労働生産性

2-1 革新力に富んだ産業の創出・育成 2-5 地域に根差した産業の振興

事業番号 07 01 02 事業改善シート（令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

小規模事業者や中小企業は、人材確保や後継者不足、グローバル化対応など、急激に変容する社会において、多岐にわたる課題を

抱えている。

・商工会、商工会議所及び各連合会の行う小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業に対し補助することにより、地域経済社

会の形成に大きな役割を果たしている小規模事業者の事業の持続的発展を図る。

・長野県中小企業団体中央会が行う中小企業等の組合の設立支援、巡回相談、講習会開催などの事業に補助することにより、中

小企業者の事業活動の共同化等による経営基盤の強化を図る。

①商工会・商工会議所を通じた小規模事業者や中小企業への支援

単位
R2年度 R3年度

決算額区分

No. 指標名

E-mail
事　業　名 小規模事業・中小企業連携組織支援事業

部局 産業労働部 課・室 産業政策課

実施期間 S31 ～ sansei@pref.nagano.lg.jp

実績 実績 推移

R4年度

目標値

達成

状況
設定理由

R4年度

実績 推移

2,451,541

職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

2,451,541 2,449,078 11.0

予算額

2,445,104 11.0

R2年度 0 2,473,941 32,342 2,506,283 2,441,557 2,498,926 11.0

R3年度 0 2,473,667 △ 25,477 2,448,190 2,448,190



６　主な取組実績と成果

７　成果指標の達成状況に関する要因分析

８　今後の事業の方向性

①商工会・商工会議所を通じた小規模事業者や中小企業への支援

事　業　名 小規模事業・中小企業連携組織支援事業

事業番号 07 01 02 事業改善シート（令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・商工会等数・・・89団体（商工会69団体、商工会議所18団体、商工会議所連合会、商工会連合会）

・巡回・窓口相談の件数　137,269回

・講習会等による指導　2,475回　34,684人

②⻑野県中小企業団体中央会を通じた中小企業等の組合への支援

・巡回・窓口相談の件数　10,274回

・講習会等による指導　45回　1,889人

巡回・窓口相談 R3年度推移 ↘ R4年度推移

新型コロナの感染拡大による経済活動の低迷に伴い、相談・支援件数が大幅に増加したR2年度以降、その反動として減少傾向が続

いている。

指標① 未達成達成状況↘

R3年度はオンラインセミナーが飛躍的に増加したことにより大幅な増加となったが、R4年度は集合形式の講習会が回復してきたこと、よ

り専門的な講習会の開催が増加したことから減少となった。

↗ 達成状況 達成

新型コロナ禍におけるオンラインセミナーの浸透や、集合形式の講習会の開催も回復傾向にあったため、指導回数が微増となった。

指標③ 講習会等参加者 R3年度推移 ↗ R4年度推移 ↘

指標② 講習会等による指導 R3年度推移 ↘ R4年度推移

達成状況

産業労働部部局 課・室 産業政策課

(1) 令和４年度の取組実績、成果指標の分析及び県民の意見等を踏まえた課題

(2) 翌年度以降の事業改善の方策

　新型コロナや価格高騰等により、厳しい状況が続く小規模事業者・中小企業を支えるため、商工団体の業務は複雑高度化しており、

本事業についてもその時々の課題に柔軟に対応することが求められている。

　これまでも、補助金メニューとして新型コロナ対策や価格高騰対策に係る項目を追加するなどして対応してきたところ。今後も社会情勢

や各団体の意見を踏まえながら、商工団体の安定的な運営に資するよう事業内容を検討する。

未達成



産業労働部 課・室 産業政策課

令和４年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

組合等の設立支援、組合運営指導及び助言、講習会等の開催などを行う長野県

中小企業団体中央会への補助補助金

2,258,335

千円

事　業　名 小規模事業・中小企業連携組織支援事業

事業番号 07 01 02 細事業一覧（令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

2

1

細事業

No.
細事業名

小規模事業経営支援事業

No.

1

2,262,288

千円千円千円

R4年度

決算額

R3年度

決算額

R2年度

決算額

2,312,013

部局

3

R2年度

決算額

R3年度

決算額

R4年度

決算額

186,913 186,769 186,790

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 中小企業連携組織支援事業

細事業を構成する主な取組

小規模事業支援事業

指導環境推進費（事務局長等設置

費）

広域専門指導環境整備費（シニア

専門指導員設置費等）

実施方法

細事業

No.
細事業名

2 中小企業連携組織支援事業

補助金

補助金

補助金

小規模事業者の経営相談等を行う経営指導員や補助員の設置費等を補助（89

団体に事業費補助）

・巡回・窓口相談の件数　133,781回　・講習会等による指導　2,349回　32,547人

経営指導員が経営改善普及事業に専念できる体制を整えるために事務局長等設

置費を補助（計59名）

支給対象　56人　支給額　154,920千円

複数の商工会等が連携して、広域的・高度専門的な経営指導を実施するために各

広域の拠点商工会等に対してシニア専門指導員設置費を補助（計24名）

・巡回・窓口相談の件数　3,488回　・講習会等による指導　126回　2,137人

・巡回・窓口相談の件数　10,274回　・講習会等による指導　45回　1,889人

2 組合等への情報提供事業

毎月「中小企業レポート」を発行し、組合等に先進的な取組による成功例や行政

施策の内容を情報提供する長野県中小企業団体中央会への補助補助金

年６回　各1,700部


